
                                                                  日高教発１０－０４２
                                                                  ２０１０年５月２６日
各道府県・政令市高教組　執行委員長様
県教組高校組織　責任者様
日本高等学校教職員組合
                                                  　　      中央執行委員長　加門　憲文
2010年度「日高教現業職員部実態調査」の実施について(依頼)
　日頃のご奮闘に敬意を表します。
　さて、例年実施している標記の調査を下記の要領で実施します。全国連帯のたたかいをすすめる上で重要な資料となりますので、お忙しい中ですが、とりくみをよろしくお願いします。
記
１．調査の目的
（１）現業職員の賃金や定員の削減、業務の民間委託の実態を解明します。
（２）実態調査を分析し、政策づくりをすすめます。
２．調査項目と回答方法
（１）調査項目
№１　現業職員の定数・労働条件等調査
　　№２　現業職員の賃金に関する調査
　　№３　2010年度現業職員部 基礎調査
（２）回答方法
　　① 上記の3つの項目ごとに「解答用紙」を用意していますので、それぞれに記入してください。
　　　＊2009年9月24日付け発送文書で2009年度の実態調査を配布しました。前回の回答内容をご確認ください。（必要な場合はメールでデータをお送りします）
　　② ホームページ掲載の様式を使って、メールで送信することもできます。
３．集約の締め切り　

6月30日（水）
＊日高教本部宛　郵送（〒102-0084　千代田区二番町12-1　）

FAX送信（ FAX：03－3230－1569　）
　　　　　　　　　　メール送信（　gengyo＠nikkokyo.zenkyo.org　）

＊担　当：加門委員長、芦沢書記
４．調査の活用
第20回学校現業職員研究集会（7月24日～25日、愛知）において、調査結果をもとに討論・交流し、全国的な運動の前進をはかります。
※　なお、学校現業職員を組織していない道府県（政令市）高教組、あるいは学校現業職員部が未確立の組織においても、調査の目的・意義をご理解の上、可能な限りの協力をお願いします。
以上
№１　2010年度 現業職員の定数・労働条件等調査
１．現業職員配置人数
	
	学校数
	一般業務
	調理員

	
	
	正規（人）
	非正規
（人）
	再任用
（人）
	嘱託

（人）
	民間委託
（学校数）
	正規（人）
	非正規
（人）
	再任用
（人）
	嘱託

（人）
	民間委託
（学校数）

	全日制
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	定時制

通信制
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	障害児
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	
	介護員（介助員）
	農場作業員
	運転手

	
	正規
（人）
	非正規
（人）
	再任用
（人）
	嘱託
（人）
	民間委託
（学校数）
	正規
（人）
	非正規
（人）
	再任用
（人）
	嘱託
（人）
	民間委託
（学校数）
	正規
（人）
	非正規
（人）
	再任用
（人）
	嘱託
（人）
	民間委託
（学校数）

	全
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	定

通
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	障
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	
	甲板員
	その他（ボイラー・警備など）

	
	正規
（人）
	非正規
（人）
	再任用
（人）
	嘱託
（人）
	民間
委託
（学校数）
	正規
（人）
	非正規
（人）
	再任用
（人）
	嘱託
（人）
	民間
委託
（学校数）

	全
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	定

通
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	障
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２．2010年度現業職員の新規採用者数・退職者数
	
	一般業務
	給食

	
	正規
	非正規
	再任用
	嘱託
	正規
	非正規
	再任用
	嘱託

	新規

採用者数
	
	
	
	
	
	
	
	

	退職者数
	
	
	
	
	
	
	
	


３．各道府県の学校現業職員の配置基準

（１）全日制
	一般業務担当現業職員

	配置基準
	非正規雇用導入の理由、実態・問題点

	
	


	農場作業員

	配置基準
	非正規雇用導入の理由、実態・問題点

	
	


	甲板員

	配置基準
	非正規雇用導入の理由、実態・問題点

	
	


	その他（　　　　　　　）

	配置基準
	非正規雇用導入の理由、実態・問題点

	
	


（２）定時制

	一般業務担当現業職員

	配置基準
	非正規雇用導入の理由、実態・問題点

	
	


	給食調理

	配置基準
	非正規雇用導入の理由、実態・問題点

	
	


	その他（　　　　　　　）

	配置基準
	非正規雇用導入の理由、実態・問題点

	
	


（３）障害児学校

	一般業務担当現業職員

	配置基準
	非正規雇用導入の理由、実態・問題点

	
	


	給食調理

	配置基準
	非正規雇用導入の理由、実態・問題点

	
	


	介護員（介助員）

	配置基準
	非正規雇用導入の理由、実態・問題点

	
	

	運転手

	配置基準
	非正規雇用導入の理由、実態・問題点

	
	


	その他（　　　　　）

	配置基準
	非正規雇用導入の理由、実態・問題点

	
	


４．（１）学校現業職員の業務の民間委託が導入された業務と形態について
	職種
	民間委託の導入（該当に○を）
	民間委託の内容

	一般業務
	・導入された

・導入計画あり

・なし
	

	給食調理業務
	・導入された

・導入計画あり

・なし
	

	警備業務
	・導入された

・導入計画あり

・なし
	

	介助業務
	・導入された

・導入計画あり

・なし
	

	ボイラー業務
	・導入された

・導入計画あり

・なし
	

	スクールバス
	・導入された

・導入計画あり

・なし
	

	甲板業務
	・導入された

・導入計画あり

・なし
	

	農場作業業務
	・導入された

・導入計画あり

・なし
	


（２）民間委託導入の計画・動き
	


５．職務替え

（１）すでに職務替えが実施された県

	職務替えの内容
	

	賃金・労働条件の変化
	

	職務替えの方法


	

	問題点
	


（２）職務替えの提案のあった県

	職務替えの内容
	

	賃金・労働条件の変化
	

	職務替えの方法


	

	問題点
	


６．「時間外」勤務手当について、36協定の締結などを含めた現状と問題点
	36協定の締結
	36協定締結の場合、概要・問題点

36協定未締結の場合、超過勤務手当支給の現状と問題点

	
	


７．学校現業職員の再任用制度について

	再任用制度
	賃金・格付け
	高齢者雇用の在り方の変化・問題点

	
	フルタイム勤務
	短時間勤務
	

	
	
	
	


	希望者数
	再任用者数
	再任用制度の導入にともなう問題

	
	
	


８．現業職員と労働安全衛生体制について

	道府県
	職場
	職場の労働安全衛生体制の特徴と問題点

	有無・名称
	有無・名称
	

	
	
	


※以下の設備の有無・ある場合は設置状況を記入してください

	厨房室にクーラー
	一般現業職員の控え室にクーラー
	現業職員専用の

部屋
	現業職員専用のシャワー

	定時制
	障害児
	
	
	

	
	
	
	
	


	09年度勤務中の事故・災害と具体的内容
	その他労働安全衛生に関わる具体的な問題

	
	


	2010年度の重点課題、問題や意見・要望

	


９．重点課題、問題や意見・要望
　№２　　　現業職員の賃金に関する調査　
１．現業職員の呼称
	一般業務
	給食
	障害児学校

	
	
	


２．給料表　
	適用
	独自の概要
	初任給格付け
	最高等級号俸・金額

	
	
	
	


３．総務省「技能労務職員等の給与等の見直しに向けた取組方針について」に基づく見直しの動き
	現給保障
	前歴換算の見直し
	昇格・昇給（ワタリ）の見直し・改悪

	
	
	


	昇格・昇給（ワタリ）基準と概要

	１級→２級
	２級→３級
	３級→４級
	４級→５級

	
	
	
	


	査定昇給の導入
	教職員評価の賃金へのリンク

	
	


	定年年齢
	退職手当
	独自の概要

	変化
	年齢
	
	

	
	
	
	


４．諸手当の見直し・改悪

	


５．臨時職員の賃金・労働条件（実在しているケースを記述してください）

	雇用の名称
	

	雇用形態と人数
	

	雇用期間
	

	法的根拠
	

	勤務時間
	

	給与
	

	社会保険の加入
	

	年休等
	

	期末手当
	

	諸手当
	

	その他の手当
	


　№３　　　2010年度現業職員部基礎調査　
	県名
	

	現業職員労働組合の名称
	

	結成年
	

	現業職員部もしくは現業職員
労組の年史
	

	現業職員部の有無
	

	役員会議
	

	総会の日程
	

	ニュースの発行回数（月○回／年○回など）
	

	パンフや討議資料等
	

	独自署名
	

	署名の２０１０年度目標数
	

	研修制度
	

	学校以外の異動
	

	人事異動の規則
	

	異動の具体例
	

	教職員評価は教員と同じ・異なる
	

	評価制度の実施
	


県名　　　　　　　　　記入者
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